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１．はじめに  

 近年，集中豪雨の発生頻度が増加傾向にあり，中山間地に

おいては山間地の荒廃の進行により土砂災害の危険性が高く

なっている。 

最近では H26.8 広島豪雨災害や H20.7 石川県浅野川災害で

見られたように，局所的な集中豪雨が中山間地を襲ったこと

で広域斜面からの大量の崩壊土砂が流出土砂量を増大させた

ことに加え，新たな斜面崩壊や土石流により，山麓斜面に隣

接する市街地は予想を超える甚大な被害を及ぼした。本研究

の手取川中流部右岸域は中山間地に位置し、各集落背後に土

砂災害危険箇所が連担しており，指定避難場所や避難経路さ

え，指定区域内にある地区も珍しくない。 

本報告では手取川中流部右岸域における防災マップの現

状および課題を整理し，広域斜面その 2 で提案 1)した広域斜

面危険度判定システムによる危険度判定マップ（以下，危険度

判定マップ）の適用性および広域斜面崩壊時に実際避難する地

元住民の自助・共助への判断を支援するための方法論について

述べる。 

２．既往防災マップの現状と課題  

現在，石川県では防災マップとして土砂災害情報システム

（通称：SABO アイ）が運用中であり，①砂防三法による指定

区域（急傾斜地崩壊危険区域，砂防指定地，地すべり防止区域），

②土砂災害防止法による土砂災害（特別）警戒区域（急傾斜地，

土石流，地滑り），③森林法による山地災害危険地区（山腹崩

壊，崩壊土砂流出，地すべり）が設けられている（図-1）。 

既往防災マップは斜面防災を目的としながらも，地域防災・

減災の観点からすれば，災害時の利用者(被災害地域住民)が，

斜面災害の危険度について直観的に理解し難しい。また，避難場所は地域防災計画に指定されているが，避難

場所は土石流警戒区域近傍や土石流谷出口直下に存在する地区もあり，避難経路も地元に委ねられているのが

現状である（図-2）。 

このように，既往の防災マップは利用(管理)目的に応じた判断基準に基づいて設定されており，指定地から 
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図-1 既往防災マップ(石川県 SABO アイ) 

図-2 既往ハザードマップ 

（白山市総合ハザードマップに追記） 
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外れた支渓流や斜面の安全性を保障したものでは

ない。また，指定地相互の危険度の順位を評価し

たものでもないため，実際の豪雨災害においては，

避難順序や避難経路の選択を迫られる地元が判断

する材料としては不十分である。また，土石流特

別警戒区域に着目すると，現行の指定範囲は，侵

食が予想される渓床・渓岸の不安定土砂断面に渓

流長を乗じる経験的手法から決定されることが多

い。そのため，集中豪雨に伴う広域斜面からの崩壊

土砂を想定すると警戒区域の指定範囲は拡大する恐

れがある。 

３．広域斜面危険度判定マップの活用事例  

既往防災マップは基本的に，行政側の立場で宅地造成の規制やハード対策の重点箇所として作成され，避難

情報(主に，避難施設)が併記されている。最近の豪雨災害で広範囲の被害が懸念される土石流の流出範囲に関

しては，これら情報から判断の当事者である市町が独自に，土砂災害(特別)警戒区域などを抽出して，ハザー

ドマップを作成し，各地域に提供している。 

しかし，実際の判断を迫られる地元住民にとっては，支渓流斜面の危険性に関する情報が示されていないこ

とから，同じ指定範囲であっても，どこが，どの程度危険性が高いかを判断する材料としては不十分であると

考える。局所的な集中豪雨に伴う手取川氾濫による集落前面に迫る水害と，背後からの斜面災害の危険性の間

で，安全かつ的確な避難場所・避難ルートの判断が必要となり，その時点で目視することが難しい支渓流斜面

の危険性に関する事前の情報は極めて重要と言える。 

この点で危険度判定マップは既往防災マップの指定区域内・外を問わず，斜面災害の発生源となる支渓流斜

面において，どこが，どの程度危険であるかを示すことが可能であり 1)，今後のハード対策の優先度や地域住

民の避難行動の判断材料として有効な情報を提供できると考える。 

４．土石流危険渓流を中心に手取川中流域右岸集落（白山市河内～吉野谷）での考察  

白山市河内町～吉野谷町の人口は白山市統計書より 2,569 人(H17)→2,198 人(H25)（高齢化率約 29%→約

35%）であり，特に少子高齢化が進展している地域である。平常時においては危険度判定マップの配布，周知

により地元住民への防災意識を高めることは可能である。しかし，災害時においては自治体による手が届きに

くく，地元住民による避難行動（自助，共助，いつ，どこへ避難するか）の判断を支援する方法が必要となる。 

ここでは今後の研究課題となるが，降雨量と渓流毎の発生土砂量の関係式を既往研究（土石流シミュレーシ

ョン 2）等）や H20.7 浅野川災害等の災害履歴から事前に把握し，短期雨量指標（時間雨量）と長期雨量指標

（土壌雨量指数，累積雨量等）によるスネーク曲線 3)と照らし合わせることで，時間軸を考慮した防災マップ

を提供することが避難行動の支援として有効ではないかと考える（図-3）。 

５．さいごに  

本報告では，利用者（地元住民）の観点から既往防災マップの課題を整理し，危険度判定マップは避難行動

の判断材料として有効な情報であるとした。今後は降雨量と渓流毎の発生土砂量の関係を導くための調査を実

施し，時間軸を考慮した地元住民の避難行動の判断を支援するための防災マップを提案したい。 
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図-3 時間軸を考慮した降雨量と発生土砂量 

の関係イメージ図 
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